
春日井市予防査察規程実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、春日井市予防査察規程（昭和 63年３月 31日消本訓令第１号。以下

「規程」という。）第 18条の規定により必要な項目について定める。 

 （検査の種別） 

第２条 規程第２条の査察について立入検査の種別を次に定め、効率的な査察を行うこと。 

 ⑴ 全体検査 政令危険物施設を除く敷地全体の査察対象物に対し規程第７条の事項

について行う立入検査をいう。 

⑵ 部分検査 全体検査を行う査察対象物の状態から必要な事項についてのみ行う立

入検査をいう。 

 ⑶ 自主管理確認票検査 自主管理確認票の提出によって立入検査に代える検査をい

う。 

 ⑷ 部分検査と自主管理確認票検査を連続して行うことはできない。 

２ 特別査察については、全体検査で行う。 

 （自主管理確認票検査の条件） 

第３条 前条第１項第３号の自主管理確認票検査を実施できる査察対象物は、非特定用途

の第１種・第２種査察対象物で過去の立入検査において不備事項（軽微な不備事項なも

の、継続がないものを除く。）がなく各種届出が提出されている査察対象物とする。 

 ⑴ 防火対象物等の管理状況の確認について（第１号様式その１）を関係者に送付、又

は持参し、同封の自主管理確認票の該当事項を記載のうえ、第１号様式その２により

関係者が提出する。 

 ⑵ 自主管理確認票が未提出、又は内容に不備が認められるときは必要に応じ立入検査

を実施する。 

２ 前項に掲げる軽微な不備事項とは次に掲げるものをいう。 

⑴ 部分的に消火器の標識が設置されていないもの。 

⑵ 各階で４分の１以下にわたり表示灯、誘導灯の不点灯があるもの。 

⑶ 防火管理者が選任され、その責務を果たしているが届出がされていないもの。 

⑷ その他口頭により即時改修が可能なもの。 

３ 第１項に掲げる継続がないものとは、前回の立入検査の不備事項及び前々回の立入検

査の不備事項に継続がないものをいう。 

 （他の行政機関との連携） 



第４条 査察員は、規程第４条の査察を行い、その結果、他の法令に不適合の疑いがある

部分が認められたときは、第２号様式その１により予防課長に報告する。予防課長は、

第２号様式その２により主管行政庁に報告し、連携を図り、改善指導に努める。 

 （査察対象物区分） 

第５条 削除 

 （立入検査実施区分） 

第６条 立入検査の実施区分を次に定める。 

 ⑴ 消防署及び各出張所は、管内の第１種査察対象物及び第２種査察対象物が存する敷

地単位で実施する。 

 ⑵ 予防課は、特別第１種査察対象物、スプリンクラー設備設置防火対象物、水噴霧消

火設備設置防火対象物、泡消火設備（固定式）設置防火対象物、不活性ガス消火設備

（固定式）設置防火対象物、ハロゲン化物消火設備（固定式）設置防火対象物、粉末

消火設備（固定式）設置防火対象物、延べ面積１万平方メートル以上の防火対象物、

高蔵寺ニュータウン内の共同住宅特例を受けた５階建て以下の共同住宅、令別表第１

(６)項イ⑴から⑶に掲げる防火対象物、令別表第１(６)項ロに掲げる防火対象物又は

令別表第１(６)項ハに掲げる防火対象物のうち利用者の就寝を伴うもの及び第５種

査察対象物が存する敷地で実施する。 

 ⑶ 第２種査察対象物のうち延べ面積 150㎡未満の令別表第１(３)項、第３種査察対象

物、防火対象物の敷地外の第４種査察対象物については、消防長が必要と認める場合

に立入検査を実施する。 

 （査察実施サイクル） 

第７条 規程第５条の査察計画の作成にあたり、査察対象物区分ごとの査察実施サイクル

は、別表１による。 

２ 査察計画は防火対象物の自主管理状況、過去の立入検査結果を考慮して計画をし、年

間月別査察計画書（第３号様式）により消防長に報告する。 

３ 前項の査察計画に基づく査察については、火災発生状況や社会情勢等を考慮して効果

的に執行できるよう配慮する。 

 （検査の効率化） 

第８条 査察員は査察執行にあたって、事前の検討事項について精査し、規程第７条の査

察事項について、検査の実施の際は全体検査項目リスト（第４号様式）、又は部分検査項

目リスト（第５号様式）を活用し効率的な査察を行うこと。 

 （情報管理） 



第９条 規程第 10条の立入検査結果の処理については、情報を整理し、予防情報システム

（以下「予防情報」という。）への入力を行い、防火対象物検査記録表（第７号様式）に

所属長の決裁を受けるとともに、機密の保護等に配慮すること。 

 （査察台帳等） 

第 10条 規程第 18条に定める必要な文書の様式及び査察台帳を整理する関係書類は、春

日井市危険物事務処理規程(昭和 52 年春日井市消防本部訓令第１号)に定めるもののほ

か、次のとおりとする。 

 ⑴ 防火対象物調査台帳（予防情報から出力される様式） 

 ⑵ 棟別概要表（予防情報から出力される様式） 

 ⑶ 事務処理経過記録表（第６号様式） 

 ⑷ 防火対象物検査記録表（第７号様式） 

 ⑸ 指導経過事項等記録表（第８号様式） 

 ⑹ 追跡調査台帳（第９号様式） 

 ⑺ 追跡調査報告書（第 10号様式） 

 ⑻ 査察実施結果報告書（第 11号様式その１からその５） 

⑼ 追跡調査・改修（計画）報告書提出対象物一覧表（第 12号様式） 

 （結果報告） 

第 11条 削除 

 （改修・計画報告） 

第 12条 改修（計画）報告書は、違反処理移行の前提となるものであり、別表２に示す重

大な基準違反を通知する査察結果通知書及び勧告書を交付したとき、又は履行の確認が

必要なときに提出を求めるものとする。 

２ 改修（計画）報告書の報告期限は、指示事項の内容により 10日から 30日以内とする。 

３ 第１項により改修（計画）報告書の提出を指示したときは、追跡調査・改修（計画）

報告書提出対象物一覧表（第 12号様式）により提出（調査）時期の管理を行うものとす

る。 

 （追跡調査） 

第 13条 規程第 12条の追跡調査は、立入検査等により指摘した不備欠陥事項が別表２に

示す重大な基準違反に該当する査察対象物に対して行うものとし、査察結果通知書送付

後、又は勧告書の交付後も改修の報告及び改修（計画）報告書の提出がない査察対象物

に対して行うこと。 

２ 前項の追跡調査を行った結果については、規程第 12条第２項に定める処理を行い、追



跡調査台帳（第９号様式）に所属長の決裁を受けること。 

３ 所属長は、前項の報告において必要があると認めるときは、追跡調査報告書（第 10号

様式）により、予防課長へ報告すること。 

 （勧告書の交付） 

第 14条 規程第 11条の勧告書の交付は、予防課が実施する。 

２ 規程第 11条第２項の受領書は、春日井市火災予防違反処理規程（平成 15年消防本部

訓令第２号）第 21条の規定を準用する。 

 （資質向上） 

第 15条 査察員は、知識・技術を習得し、適正な査察業務の推進を図るとともに、査察行

政に対する信頼を高めるよう努めること。 

２ 予防課長は、必要に応じ査察員に対する教養の徹底、研究会の開催及び自己啓発の涵

養により、査察員の資質向上に努めること。 

 （査察台帳の管理） 

第 16条 査察員は、防火対象物に関する次の資料を敷地ごとに一括編てつする。 

 ⑴ 規程及び要綱で定める様式 

 ⑵ 予防情報で出力される様式 

 ⑶ 立入検査関係資料 

ア 査察結果通知書（写） 

  イ 改修（計画）報告書 

  ウ 他行政庁に対する通知書（写） 

  エ 資料提出命令書（写） 

  オ 報告徴収書（写） 

  カ 受領書（写） 

  キ 消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書 

  ク 工事整備対象設備等着工届出書 

  ケ 消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書 

  コ 消防用設備等の特例基準の適用願 

  サ 消防法第９条の３の届出書 

  シ 春日井市火災予防条例第 44条、第 46条による届出書 

ス その他査察執務上必要と認められる資料 

 ⑷ 同意関係資料 

  ア 消防用設備等又は特殊消防用設備等の工事計画書 



  イ 春日井市火災予防条例施行規則第３条第２項による申請書 

  ウ その他査察執務上必要と認められる資料 

 ⑸ 違反処理に係る文書及び資料等で結了したもの 

附 則 

 この要綱は、平成 15年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成 20年８月６日から施行する。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の春日井市予防査察規程実施要綱の規定は、平成24年４月１日以後に行う査察

について適用し、同日前に行う査察については、なお従前の例による。 

３ この訓令の施行の際、現に改正前の春日井市予防査察規程の規定に基づいて調製され

ている用紙類は、改正後の規定にかかわらず、当分の間、そのまま又は所要の訂正をし

て使用することがある。 

 附 則 

 この要綱は、平成 26年５月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成 28年７月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和元年 10月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の春日井市予防査察規程実施要綱の規定に基づいて調製

されている用紙類は、改正後の春日井市予防査察規程実施要綱の規定にかかわらず、当

分の間、そのまま又は所要の訂正をして使用することがある。 

 

 

 

 

 



 

別表１（要綱第７条関係） 

査察区分 用途 サイクル 

特別第１種査察対象物  ３年に１回 

第１種査察対象物 
特定用途 ３年に１回 

非特定用途 ５年に１回 

第２種査察対象物 

特定用途（延べ面積 150 ㎡

未満の３項を除く） 

３年に１回 

非特定用途 ５年に１回 

延べ面積 150㎡未満の３項 消防長が火災予防上必

要と認めるとき 

第３種査察対象物 
特定用途 

消防長が火災予防上必

要と認めるとき 
非特定用途 

第４種査察対象物 対象物敷地外少量危険物 

第５種査察対象物 政令危険物施設 ３年に１回 

 



別表２ 改修（計画）報告・追跡調査を行う重大な基準違反 

項 目 不 備 内 容 

消防用設備等 

（特殊消防設備等） 

点検 

消防用設備等点検の未実施又は未報告である場合 

(自動火災報知設備設置対象物で消防用設備等のいずれかが機

能していないものに限る。) 

防火対象物点検 防火対象物点検報告の未実施又は未報告である場合 

防災管理点検 防災管理点検の未実施又は未報告 

防火管理者 
防火管理者が未選任の場合 

統括防火管理者が未選任の場合 

防災管理者 
防災管理者が未選任の場合 

統括防災管理者が未選任の場合 

自衛消防組織 自衛消防組織の設置がされていない場合 

消火器 防火対象物又はその部分が全体にわたり未設置の場合 

屋内消火栓設備 

ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 

イ １の未警戒区域の床面積が 500㎡以上となる場合 

ウ １の未警戒区域の床面積が義務設置床面積の合計の過半

となる場合 

エ 加圧送水装置の送水機能又は配管等の不良により全く加

圧できない場合 

オ 遠隔起動装置が防火対象物又はその部分の全体にわたり

不良の場合 

カ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

キ 非常電源が未設置の場合 

ク ホース、ノズルが未設置の場合 

スプリンクラー 

設備 

ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 

イ １の未警戒区域の床面積が 100㎡以上となる場合 

ウ 加圧送水装置の送水機能又は配管等の不良により全く加

圧送水できない場合 

エ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

オ 非常電源が未設置の場合 

水噴霧消火設備 ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 



泡消火設備 イ 加圧送水装置の送水機能又は配管等の不良により全く加

圧送水できない場合 

ウ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

エ 非常電源が未設置の場合 

不活性ガス消火設備 

ハロゲン化物消火設備

粉末消火設備 

ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 

イ ボンベ、配管等の機能不良により全く消火剤を放出でき

ない場合 

ウ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

エ 主音響装置の音響が聞き取れない場合 

オ 防護区画の不良により有効に火災を消火できない場合 

カ 非常電源が未設置の場合 

屋外消火栓設備 

ア 防火対象物又はその部分が全体にわたり未設置の場合 

イ １の未警戒区域の床面積が 1000㎡以上となる場合 

ウ １の未警戒区域が義務設置床面積の合計の過半となる場合 

エ 加圧送水装置の送水機能又は配管等の不良により全く加

圧送水できない場合 

オ 遠隔起動装置が防火対象物又はその部分の全体にわたり

不良の場合 

カ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

キ 非常電源が未設置の場合 

ク ホース、ノズルが未設置の場合 

自動火災報知設備 

ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 

イ １の未警戒区域の床面積が義務設置床面積の過半となる

場合で、当該未警戒区域の床面積の合計が 100㎡以上の場

合 

ウ 音響装置の音響が防火対象物又はその部分の全体にわた

り聞き取れない場合 

エ 感知器回路の遮断等により防火対象物又はその部分の全

体にわたり火災感知が不能の場合 

オ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

カ 非常電源が未設置の場合 



ガス漏れ火災警報設備 

ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 

イ 未設置箇所の合計が防火対象物又はその部分の義務設置

箇所の全体となる場合 

ウ 音響装置の音響が防火対象物又はその部分の全体にわた

り聞き取れない場合 

エ 検知器回路の障害等により防火対象物又はその部分の全

体にわたり検知が不能の場合 

オ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

カ 非常電源が未設置の場合 

漏電火災警報器 

ア 防火対象物の全体にわたり未設置の場合 

イ 漏電火災警報器のすべてについて音響装置の音響が聞き

取れない場合（遮断機能に支障がないものは除く。） 

ウ 漏電火災警報器のすべてについて主電源の遮断等により

正常に機能しない場合 

非常警報設備 

ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 

イ 音響装置の音響が防火対象物又はその部分の全体にわた

り聞き取れない場合 

ウ 主電源の遮断等により正常に機能しない場合 

エ 非常電源が未設置の場合 

避難器具 
ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合 

イ １の階のすべての避難器具が使用不能の場合 

誘導灯 

ア 防火対象物の１の階が全体にわたり未設置の場合（当該

階の床面積が 150㎡未満のものを除く） 

イ １の階のすべての誘導灯について主電源（非常電源を含

む）の容量不足により識別不能である場合（当該階の床面積

が 150㎡未満のものを除く） 

消防用水 防火対象物の全体にわたり未設置（未包含）の場合 

連結送水管 

ア 防火対象物の全体にわたり未設置の場合 

イ 送水口及び１の階のすべての放水口が障害等により使用

不能の場合 

ウ ホース、ノズルが未設置の場合 



連結散水設備 
ア 防火対象物の１の階の過半が未設置及び使用不能の場合 

イ 送水口が障害等により使用不能の場合 

 



第１号様式（要綱第３条関係） 

（その１） 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

                春日井市消防長          印 

 

防火対象物等の管理状況の確認について（照会） 

 

 日頃は、消防行政にご協力いただきありがとうございます。 

 あなたが管理・占有・所有されている下記施設は、本来なら立入検査を実施

する計画でありますが、管理状況が極めて良好と思われ、別添え自主管理確認

票をもって立入検査に換えることとしました。 

つきましては、    年  月  日までに該当事項を記載のうえ、送付

していただきますようお願いします。 

なお、送付されないとき、または記載内容から判断し不備事項が予想される

ときは立入検査を実施します。 

また、不明な点がありましたら問い合わせ先までご連絡ください。 

今後も、火災発生の防止や火災の拡大防止策等を更に図っていただきますよ

うお願いします。 

 

１ 所在地 

２ 名 称 

３ 用 途 

 

 

問い合わせ先  春日井市消防       電話          

担当 



第１号様式（要綱第３条関係） 

（その２） 

                          年  月  日 

 

（宛先） 

春日井市消防長 

 

                     関係者 

 職 

氏 名          

 

防火対象物等の管理状況の確認結果について 

 

     年  月  日付けで照会のあったことについては、別添え自主管

理確認票のとおりです。 

 なお、下記の氏名等は  変更になっています。 

 

             変更になっていません。 

 

 

１ 責 任 者 職 

２ 責 任 者 氏 名 

３ 電 話 番 号 

４ 防 火 管 理 者 

５ 消 防 計 画 届 出 

 

 



 

自 主 管 理 確 認 票 

「回答にあたっての注意事項」 

１ この確認票は、管理権原者（所有者など建物の管理権原を有している人）

又は、防火管理者が記入してください。 

２ 質問は、全部で問１から問１６まであります。 

３ 回答は、直近の立入検査日以降の状況についてお答えください。 

 （前回立入検査を実施した日     年  月  日実施） 

４ 回答方法は、あてはまる項目の□内にレ印付けるものと、（  ）内に記

入するものがあります。 

５ 該当しない項目は、未記入でお願いします。 

 



問１ 規模の大小にかかわらず、建物の増改築、模様替え、用途変更等、何ら

かの工事をしましたか。 

 □ 工事をした     □ 工事をしない 

 

    工事日（    年  月  日） 

    工事内容  

 

 

 

 

問２ 火を使用する設備・器具の新設、増設や取替工事をしましたか。 

 □ した        □ しない 

 

    工事日（    年  月  日） 

    工事内容  

 

 

 

 



問 ３ 建物内の事業所で代表者または、業態の変更はありますか。 

 □ あり      □ なし 

 

 変更状況は記入例を参考にして記入してください。 

 [従前の状況]            [現在の状況] 

階数 事業所名  

 

→ 

 

→ 

 

→ 

業態 事業所名 代表者名・電話 

２ 
春日井商事 

（事務所） 
飲食店 

春日井ラーメ

ン 

春日井太郎 

８５－６３８８ 

 

 

    

 

 

    

※ 記入欄が不足する場合は、別紙で回答願います。 

［確認事項］ 

 建物の増築、模様替え、用途変更等や火を使用する設備・器具の新設等は、

消防用設備等の設置義務が生じたり、各種届出が必要となる場合があります。 

問４ 建物に設置されている消防用設備等については、６カ月または、１２カ

月ごとの点検が、法令により義務付けられています。この法定点検を実施

していますか。 

 □ いる        □ いない 

               実施予定日（    年  月  日頃） 

   点検は、誰が実施していますか。 

   □ 自社の社員が実施 □ 点検業者に委託 □ その他（    ） 

   点検の際、防火管理者または、担当者等が立会っていますか。 

   □ いる       □ いない 

    点検の結果、不備欠陥事項が指摘された場合の改修はどのようにして

いますか。 

   

  



［確認事項］ 

 あなたの建物に設置されている消防用設備等は、火災時に有効に作動するよ

うに定期的に点検を行い、適正に維持管理することが法令で義務づけられてい

ます。 

なお、１年または、３年毎に最新の点検結果を消防長に報告することが法令で

義務付けられています。 

問５ 就業人員の変化等による自衛消防組織等の変更がありましたか。 

 □ あった     □ ない 

 

どのような変更ですか。 

 

 

 

 

問６ 防火管理者の他に火元責任者などを定め、責任体制を明確にしています

か。 

 □ いる      □ いない 

 

責任者はどのように定めていますか。 

□ 階ごと  □ 事業所ごと  □ 部屋ごと 

□ その他 （                         ） 

 

問７ 通報、消火、避難訓練を実施していますか。 

 □ いる      □ いない 

                実施予定（    年  月  日頃） 

 

問８ 訓練以外に、従業員（パート、アルバイト含む）に対する防災教育を実

施していますか。 

□ いる      □ いない 

                実施予定（    年  月  日頃） 



 

問９ 消防計画に定められた、消火、避難誘導、通報連絡等担当者が、自己の

任務をどれだけ理解し、どれだけ自衛消防活動ができるかを確認していま

すか。 

 □ いる     □ いない 

                確認予定日（    年  月  日頃） 

    どんな方法で確認しましたか。 

    □ 訓練を実施して確認  □ 防災教育を実施して確認 

    □ その他（                        ） 

    確認の結果、担当者は適切な行動がとれましたか。 

    □ とれた   □ とれなかった 

            今後、どのような対策を講じますか。 

 

 

［確認事項］ 

 建物の管理権原者は、防火管理上必要な業務の実施及び推進上の責任者とし

て、防火管理者を定め、防火管理者を中心に、火災の発生を未然に防止すると

ともに万一火災が発生した場合には、その被害を最小限にとどめるための万全

の防火安全対策を講じる義務があります。この義務を果たすためには、まず、

防火管理体制を整備し、防火管理業務に関する事項の責任区分を明確にし、会

議の開催、防火教育及び訓練を積極的に実施し、防火管理に対する取組みを全

従業員等に周知徹底する必要があります。また、訓練結果等に基づき、現状の

防火管理体制を評価し、常に、より万全の防火安全対策を推進することが必要

です。 

問 10 避難口、廊下、階段等の避難施設の付近で、避難の際に障害となる物品

等が置かれていませんか。 

□ 置かれている     □ 置かれていない  

 今後、再発を防止するためにどのような対策を講じますか。 

 

 



問 11 防火戸、防火シャッターの設置されている付近で、閉鎖の障害となる物

品等を置いてあったり、防火戸をクサビ止めしたりしていませんか。 

□ 置かれている     □ 置かれていない  

 

 今後、再発を防止するためにどのような対策を講じますか。 

 

 

問 12 火気使用設備・器具は定期的に点検を実施していますか。 

 □ 実施している     □ 実施していない 

 

    確認者はだれですか。 

    □ 防火管理者  □ それぞれ担当の責任者  □ 警備員等 

    □ その他（                       ） 

    点検結果を記録していますか。 

    □ いる     □ いない 

 

問 13 業務終了後の種火の消し忘れや元栓の閉鎖等の確認を毎日行っていま

す 

か。 

□ 確認している     □ 確認していない 

   点検実施者はだれですか。 

   □ 防火管理者  □ それぞれ担当の責任者  □ 警備員等 

   □ その他（                       ） 

 

問 14 火気使用設備・器具を使用している最中に使用者がその場を離れないこ

とを徹底していますか。 

 □ 徹底している     □ 徹底していない 

                 今後、どのような対策を講じますか。 

 

 



問 15 タバコの吸殻は、火が完全に消えてから処理することを徹底しています

か。 

 □ 徹底している     □ 徹底していない 

                 今後、どのような対策を講じますか。 

 

 

問 16 最近、放火火災が多く発生しています。何らかの放火対策を講じていま

すか。 

 □ 講じている      □ 講じていない 

 

 具体的には、どのように行っていますか。 

 □ 定期的に巡回をしている  □ 使用していない部屋を施錠している 

 □ 建物の外周部に物を置かないよう徹底している 

 □ その他（                           ） 

[確認事項] 

 あなたの建物から「火事を出さない」「火事を出しても被害を拡大させない、

また、人命の安全を確保する」ために火気使用設備・器具やその周囲及び避難

経路の確保の状況等、火災予防上必要な項目について自主検査を実施すること

が法令で義務づけられ、実施要領等については消防計画に定めることになって

います。問 10 から問 16 の質問は、その中でも、従業員等の「うっかりミス」

から発生する火災や放火火災が増加している現状を踏まえ、日頃から自主検査

を行うべき重要項目です。火災予防対策を推進するために、再度、消防計画の

内容を確認し、自主検査の徹底を図る必要があります。 

［ご意見・ご質問がありましたら、ご記入ください］ 



 



第２号様式（要綱第４条関係） 

（その１） 

  年  月  日  

 

 予 防 課 長 様 

 

                      所 属 

                      階 級 

                      氏 名 

 

法令不適合の疑いのある建築物について（報告） 

 

 次の建築物について、    年  月  日消防法第４条に基づく立入検査を実施し

たところ、    法令不適合の疑いがある部分が認められますので報告します。 

 

１ 名   称  

 

２ 所 在 地  

 

３ 関 係 者  

         

４ 用   途  

 

５ 不適合の疑いがある部分の内容  

         

 

 

 

 

 



第２号様式（要綱第４条関係） 

（その２） 

  年  月  日  

 

        様 

 

予 防 課 長  

 

法令不適合の疑いのある建築物の調査について（依頼） 

 

 次の建築物について、    年  月  日消防法第４条に基づく立入検査を実施し

たところ、    法令不適合の疑いのある部分が認められますので、貴職において調査

いただきますようお願いします。 

 

１ 名    称  

 

２ 所 在 地  

 

３ 関 係 者  

         

４ 用    途  

 

５ 調査依頼内容  

         

 

（問い合わせ先 消防本部予防課   電話 ） 

 

 

 

 



第３号様式（要綱第７条関係）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 追跡調査 特別査察

　査察種別 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数 計画数

実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数 実施数

上記のうち重点違反対象物
（違反是正査察）

１／３

第３種査察

非特定防火対象
物

第４種査察

１／５

１／３

１／５

　　　

特別第１種査
察

第１種査察

実　施　率

特定防火対象物

特定防火対象物

第２種査察

第５種査察

特定防火対象物

非特定防火対象
物

防火対象物敷地
外少量危険物施

設

政令危険物施設

合　　　計

非特定防火対象
物

１／３

　　　

１／３

１／３

件 数
特別
査察

現数
実施率通常

査察

年　間　月  別  査　察  計  画　書

現　数

項　目　

　査　察　対　象　物

査察必要数

消防長　様

追跡
調査

  　　年　　月　　日

年  度  査  察  件  数 月　　別　　計　　画　　と　　執　　行　　状　　況

 所属長　　　　　　　　　　　　　　　印

実施
基準



良

防火管理者等

共同防火管
理協議事項

共同防火管
理協議会代
表者

統括防火管
理者

消防計画

防火対象物の
定期点検・報
告

自主検査

避難口等
に設ける
戸

避難障害

防火戸

通路幅員
不足

屋上広場
（百貨店等）

未承認

承認要件

防炎対象物品

定員管理（劇
場等）

火気使用取扱

工事中の防火
管理

自衛消防体制
（休日、夜間、
昼間）

防災セン
ター

自衛消防組織
（自衛消防隊）

　・　未設置　・　資格者未配備　・　実務講習未受講　・　勤務状
況　･　機能の理解状況　・　連携状況（法8－1・令4・則3）

防
火
管
理

　・　未実施　･　未報告　・　記録不適　・　虚偽表示（法8の2の2・令4の2の２）

避難施設の管
理等

共同防火管理

禁止行為

　・　未選任　・　選解任未届　・　管理、監督的な地位不適（法8－1・令3）

　・　未作成　・　未変更　・　未届　・　内容不適（法8－1・令4・則3）

　・　未決定　・　一部未決定　・　未変更　・　未届（法8の2・令4の
2・則4の2）

　・　地位不適（法8の2・令4の2・則4の2）

　・　地位不適　・　資格不適　（法8の2・令4の2・則4の2）

　・　未実施　・　記録不適　・　内容不適（法8－1・令3・則3）

　・　構造不適　･　解錠装置不備（例40）

　・　物件存置　・　設備の設置　・　床面のつまづき、
すべり（法8の2の4・令4の2の3・例40）

　・　障害物による閉鎖障害　・　可燃物の存置（法8の
2の4・令4の2の4・例41）

　・　売場　・　客席（例36･37・38）

避難口・廊
下避難通
路・階段防
火設備（防
火戸）

　･　ラベルの未表示　・　防炎性能なし（法8の3）

　・　避難広場維持管理（例３８）

　・　喫煙　　・裸火使用　・　危険物品持込（例23）

　・　位置不適　・　構造不適　・　設備不適　・　数量不適　・　火
災予防措置不履行　（例23）

　・　不適　・　表示板未設置（例39）

　・　監督業務不履行（法8－1・令4・則3）

　・　消防計画未作成　･　管理業務不履行（法8－1・令4・則3）

　・　未編成（法8－1・令4・則3）

　・　任務の周知度不適　・　消火活動不適　・　避難誘導不適　・　通報連絡不
適　・　在館者に対する発災の伝達不適　・　救出救護不適　・　安全防護不適
（法8－1・令4・則3）

検査項目リスト

第４号様式（要綱第８条関係）



消火・避難・通
報訓練

教育不適

可燃物等管理

　・　未実施

　･　記録保
存不適

　・　未報告

　・　未設置

　・　一部未
設置

・　失効

標識

弁類開閉状
況

非常電源

○設置場所　・　設置場所不良（法17－1・令11・19・則22）

　・　弁開閉状態不適（法17－1・令11・19・則12・22）

○非常電源　・　未設置　・　自動切替不良　・　開閉器表示不適
（法17－1・令11・則12）

加圧送水装
置

消火器

制御盤
　・　電源遮断（法17－1・令11・19・則12）

　・　破損　・　操作障害（法17－1、令11．19、則12，22）

　・　未設置　・　破損　･　不鮮明（法17－1・令10・則9）

○起動　・　直接起動不良　・　遠隔起動不良（法17－1・令11・
19・則12・22）

○揚水不能原因　・　水源水量　・　フート弁　・　吸水管　・　ポン
プ（法17－1・令11・19・則12・22）

○圧力　・　吐出圧力　・　放水圧力　・　放水圧力超過（法17－
1・令11・19・則12・22）

防
火
管
理

　･　放置　･　みだりな存置（法3・5の3）

　・　消火器　・　屋内消火栓設備　・　スプリンクラー設備　・　水
噴霧消火設備　・　泡消火設備　・　不活性ガス消火設備　・　粉
末消火設備　・　屋外消火栓設備　・　動力消防ポンプ設備　・
自動火災報知設備　・　ガス漏れ火災警報設備　・　漏電火災警
報器　・　消防機関ヘ通報する火災報知設備　・　非常ベル　・
自動式サイレン　・　放送設備　・　避難器具　・　誘導灯　・　消防
用水　・　排煙設備　・　連結散水設備　・　連結送水管　・　非常
コンセント設備　・　無線通信補助設備（法17条の1・令10～29の
3・則6～31の2の2）

消防用設備等
の設置

消
防
用
設
備
等

　・　場所不適　・　適応性不適（法17－1・令10・則6・7・9）

　・　破損　・　腐食　・　機能不良（法17－1・令10・則9）

屋内（屋外）消
火栓設備

点検・報告

　・　未実施　・　回数不足　・　内容不適　･　消防機関への事前通報（法8－1・
8の2・令4・則3・4の2）

　・　従業員　・　受託者（法8－1・令4・則3）

　・　消火器　・　屋内消火栓設備　・　スプリンクラー設備　・　水
噴霧消火設備　・　泡消火設備　・　不活性ガス消火設備　・　粉
末消火設備　・　屋外消火栓設備　・　動力消防ポンプ設備　・
自動火災報知設備　・　ガス漏れ火災警報設備　・　漏電火災警
報器　・　消防機関ヘ通報する火災報知設備　・　非常ベル　・
自動式サイレン　・　放送設備　・　避難器具　・　誘導灯　・　消防
用水　・　排煙設備　・　連結散水設備　・　連結送水管　・　非常
コンセント設備　・　無線通信補助設備（法17条の3の3・則31の6）

○器具　・　撤去　・　破損（法17－1・令11・19・則12・22）
消火栓箱等

○表示　・　不鮮明　・　脱落　・　表示灯破損　･　表示灯球切れ
（法17－1・令11・19・則12・22）

○呼水装置　・　自動給水装置不良　・　減水警報装置不良（法
17－1・令11・19・則12）

○操作　・　扉操作障害（法17－1・令11・19・則12・22）



自動警報装
置

制御弁

送水口

非常電源

　・　警報装置不良　・　表示装置不良　・　流水検知不良（法17
－1・令12・則14）

　・　破損　・　変形　・　操作障害　・　表示不適（法17－1・令12・
則14）

○設置場所　・　設置場所不良（法17‐１・令12・則13の６・14）

加圧送水装
置

　・　未設置　・　自動切替不良　・　開閉器表示不適（法17－1・
令12・則14）

消
防
用
設
備
等

スプリンクラー
設備

制御盤
　・　電源遮断（法17－1・令12・則14）

　・　破損　・　操作障害（法17－1・令12・則14）

○起動　・　直接起動不良　・　自動起動不良（法17－1・令12・則
13の6・14）

○揚水不能原因　・　水源水量　・　フート弁　・　吸水管　・　ポン
プ　・　呼水槽（法17－1・令12・則13の6・14）

○圧力　　・　吐出圧力　・　末端試験弁放水圧力（法17－1・令
12・則13の6・14）

○呼水装置　・　自動給水装置不良　・　減水警報装置不良（法
17－1・令12・則13の6・14）

ヘッド

　・　未警域　・　種別不適（法17－1・令12・則13の2～13の5・14）

　・　感知障害　・　散水陣害（法17－1・令12・則13の2～13の5・
14）

　・　破損　・　変形（法17－1・令12・則13の2～13の5・14）

　・　弁類開閉状態不適（法17－1・令12・則14）

　・　末端試験弁表示不適（法17－1・令12・則14）

弁類開閉状
況・表示

　・　閉鎖　・　操作障害　・　表示不適（法17－1・令12・則14）

○操作　・　扉操作障害（法17－1・令12・則13の6）

○器具　・　撤去　・　破損（法17－1・令12・則13の6）

○表示　・　不鮮明　・　脱落　・　表示灯破損　・　表示灯球切れ
（法17－1・令12・則13の6）

補助散水栓

○起動　・　起動不良　・　圧力不足（法17－1・令14・15）

○揚水不能原因　・　水源水量　・　フート弁　・　吸水管　・　ポン
プ（法17－1・令14・15・則16～18）

○呼水装置　・　自動給水装置不良　・　減水警報装置不良（法
17－1・令14・15・則16～18）

防護区画等

○構造　・　構造不適（法17－1・令16～18）

○開口部自動閉鎖装置　・　未設置　・　撤去　・　破損　・　機能
不良（法17－1・令16～18・則18～21）

○表示・標識　・　未設置　・　機能不良（法17－1・令16～18・則
19～21）

水噴霧消火設
備等（水噴霧・
泡・不活性ガ
ス・ハロゲン化
物・粉末消火
設備）

○設置場所　・　設置場所不良（法17－1・令14・15・則16～18）

加圧送水装
置



弁類開閉状
況

排出装置

ホースリー
ル等

移動式設備

積載器具 　・　撤去　・　破損（法17－1・令20）

　・　設置場所不適（法17－1・令16～18・則19～21）

　・　弁類開閉状態不適（法17－1・令14～18）

消
防
用
設
備
等

　・　未設置　・　破損　・　亀裂　・　操作障害（法17－1・令14～
18・則16～21）

動力消防ポン
プ設備

配管・弁類
　・　破損　・　操作障害（法17－1・令14～18・則16～21）

　・　開閉状態不適（法17－1・令14～18・則16～21）

○音響警報装置　・　種別不適　・　鳴動不良（法17－1・令14～
18・則16～21）

○非常電源　・　未設置　・　自動切替不良　・　開閉器表示不良
（法17－1・令14～18・則16～21）

　・　水源水量不足（法17－1・令20）

　・　起動不良　・　真空指度不良　・　燃料不足（法17－1・令20）

警報・電源

　・　未設置　・　破揖（法17－1・令14・則16・17・19）

○位置・場所　・　位置不適　・　場所不適（法17－1・令15～18・
則19～21）

○消火（薬）剤　・　量不足　・　種別不適（法17－1・令15～18・則
18～21）

貯蔵容器等

　・　破損　・　腐食　・　操作障害（法17－1・令15～18・則18～
21）

○火災感知装置の感知ヘッド　・　未警戒　・　感知障害　・　破損
・　脱落（法17－1・令14～18・則16～21）

　・　未設置　・　設置数不足（法17－1・令14～18・則16～21）

　・　破損　・　脱落　・　腐食（法17－1・令14～18・則16～21）

制御盤等

　・　電源遮断（法17－1・令14～18）

　・　位置不適　・　場所不適　・　種別不適（法17－1・令14～18・
則16～21）

　・　破損　・　操作障害　・　連動機能不良　・　移報機能不良　・
表示機能不良（法17－1・令14～18・則14～21）

　・　位置　・　種別　・　切替状態不適（法17－1・令14～18・則16
～21）

　・　破損　・　操作障害　・　表示不適（法17－1・令14～18・則16
～21）

起動装置
○防護措置　・　未設置　・　措置不適（法17－1・令14～18・則16
～21）

ヘッド等 　・　放射障害（法17－1・令14～18・則16～21）

水噴霧消火設
備等（水噴霧・
泡・不活性ガ
ス・ハロゲン化
物・粉末消火
設備）



開閉器

発信機
　・　破損　・　操作障害　・　表示灯球切れ（法17－1・令21・則
24・24の2）

　・　回路導通試験不良（法17－1・令21の2・則24の2の3）

　・　故障表示試験不良（法17－1・令21の2・則24の2の3）

消
防
用
設
備
等

受信機（副
受信機・中
継器）

　・　電源遮断　・　設置場所不適　・　操作障害　・　破損　・　警
戒区域図未設置(法17－1・令21の2・則24の2の3・24の2の4）

○音響装置　・　主音響停止　・　警報停止（法17－1・令21の2・
則24の2の4）

○ガス漏れ表示試験　・　窓表示不良　・　主音響鳴動不良（法17
－1・令21の2・則24の2の3）

○非常電源　・　未設置　・　電圧不足　・　自動切替不良　・　開
閉器表示不良（法17－1・令21の2・則24の2の3・24の2の4）

地区音響装
置 　・　鳴動不良（法17－1・令21・則24）

　・　未警戒（法17－1・令21・則23）

　・　取付位置不適　・　種別不適　・　環境不適応（法17－1・令
21・則23）

　・　感知障害　・　破損　・　変形　・　腐食　・　脱落（法17－1・令
21・則23・24の2）

　・　作動試験不良（法17－1・令21・則23）

感知器

　・　破損　・　腐食　・　取付不良（法17－1・令21・則24）

受信機（副
受信機・中
継器）

　・　電源遮断　・　設置場所不適　・　操作障害　・　破損　・　警
戒区域図未設置（法17－1・令21・則24・24の2）

○音響装置　・　主ベル停止　・　地区ベル停止（法17－1・令21・
則24の2）

○火災表示作動試験　・　窓表示不良　・　主ベル鳴動不良（法
17－1・令21・則24）

　・　回路導通試験不良（法17－1、令21、則24）

○非常電源　・　未設置　・　電圧不足　・　自動切替不良　・　開
閉器表示不適（法17－1・令21・則24・24の2）

　・　開閉器表示不適（法17－1・令21・則24）

ガス漏れ火災
報知設備

　・　未警戒（法17－1・令21の2・則24の2の3）

取付位置不適　・　種別不適　・　環境不適応（法17－1・令21の
2・則24の2の3）

　・　検知障害　・　破損　・　変形　・　腐食　・　脱落（法17－1・令
21の2・則24の2の3）

検知機

○音響警報装置　・　位置不適　・　作動不良（法17－1・令21の
2・則24の2の3）

○ガス漏れ表示灯　・　位置不適　・　点灯不良（法17－1・令21の
2・則24の2の3）

　・　検知区域警報装置鳴動不良（法17－1・令21の2・則24の2の
3）

警報装置

自動火災報知
設備



発信機

予備電源

起動装置

非常電源

起動装置

標識

屋外使用障
害

非常電源

吸管投入
口・採水口

水源

　・　不点灯　・　破損（法17－1・令26・則28の3）

　･　警報器種別不適（法17－1・令22・則24の3）

　・　未設置　・　電圧不足　・自動切替不良　・　開閉器表示不適
（法17－1・令26・則28の3）

　・　破損　・　変形　・　操作障害　・　消防車接近障害（法17－1・
令27）

　・　水源水量不足（法17－1・令27）

　・　未設置　・　電圧不足　・　自動切替不良　・　開閉器表示不
適（法17－1・令24・則25の2）

　・　未設置　・　不鮮明　・　脱落（法17－1・令25・則27）

　・　設置位置不適　・　表示灯球切れ　・　視認障害（法17‐1・令
24・則25の2）

消
防
用
設
備
等

消防用水

消防機関へ通
報する火災報
知設備

漏電火災警報
器

非常ベル・自
動式サイレン

放送設備

避難器具

誘導灯

　・　電源遮断（法17－1・令22）

　・　音響装置鳴動不良（法17－1・令22則24の3）

　・　検出漏洩電流設定値不適（法17－1・令22・則24の3）

　・　電源遮断　・　開閉器表示不適（法17－1・令24・則25の2）

　・　電源遮断　・　開閉器表示不適（法17－1・令23・則25）

　・　設置位置不適　・　標識未設置（法17－1・令23・則25）

　・　未設置　・　自動切替不良（法17－1・令23・則25）

　・　設置場所不適　・　破損　・　腐食（法17－1・令23・則25）

　・　音響装置鳴動不良（法17－1・令24・則25の2）

　・　破損　・　腐食　・　脱落（法17－1・令24・則25の2）

　・　未設置　・　一部未設置（法17－1、令24）

　・　電源遮断　・　開閉器表示不適（法17－1・令24・則25の2）

○放送試験　・　連動不良　・　切替不良　・　選択不良　・　警報
音鳴動不良　・　音声放送不良（法17－1・令24・則25の2）

○非常電源　・　未設置　・　電圧不足　・　自動切替不良　・　開
閉器表示不適（法17－1・令24・則25の2）

増幅器等

　・　破損　・　脱落　・　不足（法17－1・令24・則25の2）

　・　放送音声不明瞭（法17－・、令24・則25の2）

　・　破損　・　腐食　・　操作障害　・　視認障害（法17－1・令24・
則25の2）

スピーカー

　・　起動不良　・　通話不明瞭（法17－1・令24・則25の2）

　・　使用不能　・　種類不適（法17－1・令25・則27）

　・　位置不適　・　操作障害（法17－1・令25・則27）

　･　電源遮断　・　開閉器表示不適（法17－1・令26・則28の3）

　・　位置不適　・　機種不適　・　視認障害（法17－1・令26・則28の3）

　・　降下空間　・　避難空地　・　固定環（法17－1・令25・則27）



開放装置機
能

非常電源

送水口

弁類

散水ヘッド

系統図

送水口

弁類

放水口

格納箱

放水用具

非常電源

保護箱

コンセント

非常電源

保護箱

接続端子・
接続ケーブ
ル

特例基準

防災セン
ター

管理

　・　集中管理不適　・　構造不適　・　機能不適

　・　電源遮断　・　開閉器表示不適（法17－1・令28・則30・建基法35・建基令
126の3）

　・　排煙口閉鎖　・　手動解放装置　・　撤去　・　操作困難（法17－1・令28・則
30　・　建基法35・建基令126の3）

　・手動開放装置機能不良　・　自動開放装置機能不良　・　遠隔
解放装置機能不良（法17－1・令28・則30・建基法35、建基令126
の3）

　・　未設置　・　電圧不足　・　自動切替不良　・　開閉器表示不
適（法17－1・令28・則30）

消
防
用
設
備
等

排煙設備

連結散水設備

連結送水管

非常コンセン
ト設備

無線通信補助
設備

　・　破損　・変形　・　操作障害（法17－1・令28の2・則30の3）

　・　開放状態不適　・　操作障害（法17－1・令28の2・則30の3）

　・　設置数不足　・　散水障害　・　破損　・　変形（法17－1・令28
の2・則30の3）

　・　未掲出　・　不鮮明（法17－1・令28の2・則30の3）

　・　破損　・　変形　・　操作障害　・　標識未設置（法17－1・令
29・則31）

　・　解放状態不適　・　操作障害（法17－1・令29）

　・　電源遮断（法17－1・令29）

　・　破損　・　変形　・　操作障害（法17－1・令29・則31）

　・　開閉困難　・　操作障害（法17－1・令29・則31）

　・　撤去　・破損（法17－1・令29・則31）

加圧送水装
置

制御盤

○圧力　・　吐出圧力不足　・　放水圧力不足（法17－1・令29・則
31）

○起動　・　直接起動不良　・　遠隔起動不良（法17－1・令29・則
31）

　・　電源遮断（法17－1・令29・則31）

　・　破損　・　操作障害（法17－1・令29・則31）

　・　未設置　・　自動切替不良　・　容量不足　・　開閉器表示不
適（法17－1・令29・則31）

　・　主電源遮断　・　開閉器表示不適（法17－1・令29の2）

　・　撤去　・　破損　・　変形　・　腐食（法17－1・令29の3・則31の
2の2）

　・　位置不適　・　構造不適　・　設備不適　・　管理不適（令32）

　・　開閉困難　・　操作障害　・　表示灯不点灯（法17－1・令29
の2・則31の2）

　・　破損　・　変形（法17－1・令29の2・則31の2）

　・　未設置　・　自動切替不良　・　開閉器表示不適（法17－1・
令29の2・則31の2）

　・　開閉困難　・　操作障害（法17－1・令29の3・則31の2の2）



主要構造部

防火戸等

内装不適

非常用エレ
ベーター・
乗降ロビー

仮使用

面積区画

異種用途区
画

竪穴区画

地下街各構
え等区画

区画壁・床

防火ダン
パー

自動閉鎖
装置

閉鎖

貫通部

出入口 戸

　・　未設置　・　撤去（建基法36・建基令112）

未届（建基法90の3）

　・　材質不適　・　埋め戻し不完全（建基法3・建基令112・129の
2）

　・　構造不適（建基法27・61・62）

　・居室　・　廊下　・　通路（建基法35の2・建基令128の4）

進入口等

　・　機能不良　・　構造不適（建基法34・建基令129の13の3）

○代替開口部　・　構造不適　・　閉鎖　・　障害物による使用困
難（建基法35・建基令126の6）

建
築
物

ダクト・配管

　・　未設置　・　撤去（建基法35・建基令128の3）

　・　構造不適　・　破損（建基法36・建基令112）

　・　未設置　・　撤去（建基法36・建基令112）

熱（煙）感知器連動機構　・　未設置　・　撤去　・　機能不良（建
基法36・建基令112）

○操作部　・　施錠　・　破損　・　接近困難（建基法36・建基令
112）

○閉鎖困難　・　構造不適　・　破損　・　変形（建基法36・建基令
112）

未承認（建基法7の6）

安全設計書

　・　未設置　・　構造不適　・　撤去　・　破損　・　可燃物接近（建
基法27・61・62・64）

　・　未設置　・　撤去（建基法36・建基令112）

構造等

○非常用の進入口　・　未設置　・　閉鎖　・　障害物による使用
困難　・　構造不適（建基法35・建基令126の6・126の7）

防火区画 防火戸等

○防火戸　・　未設置　・　撤去　・　機能不良（建基法36・建基令
112）

○自動閉鎖装置　・　未設置　・　撤去　・　機能不良（建基法36・
建基令112）

　・　未設置　・　撤去　・　構造不適（建基法36・建基
令112）

　・　未設置　・　撤去　・　機能不良（建基法36・建基
令112）

　・　障害　・　困難（建基法36・建基令112）

・　破損　・　変形　・　施錠戸開錠装置不適（建基法36・建基令
125の2）



廊下

直通階段

避難階段

特別避難階
段

階段・階段
室・附室

屋上 屋上広場

ダクト・配管
貫通部

換気設備

燃料

排気筒

床・台

機器

電槽

建
築
物

階段

防火戸

・　幅員不足（建基法36・建基令119）
　・　未設置　・　設置数不足（建基法35・建基令120・121の2・
122）
　・　未設置　・　設置数不足（建基法35・建基令122）

　・　未設置　・　設置数不足（建基法35・建基令122）

○防火戸　・　未設置　・　撤去　・　機能不良（建基法35・建基令
123）

　・　雨水等の浸入防止措置不適（例13）

発電設備
電
気
設
備

共通事項

蓄電設備

○自動閉鎖装置　・　未設置　・　撤去　・　機能不良（建基法35・
建基令123）

　・　位置不適（法17－1・令11～18・21・24・26・28・29の2・則12・
14・16～21・24・25の2・28の3・30・31の2の2・例11･12・13）

　・　充電用電源遮断（法17－1・令11～18・21・24・26・28・29の2・則12・14・16
～21・24・25の2・28の3・30・31の2の2）

　・　燃料不足（法17－1・令11～18・21・24・26・28・29の2・則12・
14・16～21・24・25の2・28の3・30・31の2の2・）

　・　構造不適（例12）

　・　防振措置不適（例12）

○熱（煙）感知器連動機構　・　未設置　・　撤去　・　機能不良
（建基法35・建基令123）

　・　構造　・　内装一不適（建基法35・建基令123・124）

○閉鎖困難　・　構造不適　・　破損　・　変形（建基法35・建基令
123）

○操作部　・　施錠　・　破損　・　接近困難（建基法35・建基令
123）

○その他　・　構造不適　・　開放方向不適（建基法35・建基令
123）

　・　不確保（建基令126）

○壁・床・天井　・　構造不適　・　破損（法17-1・令11～18・21・
24・26・28・29の2・則12・14・16～21・24・25の2・28の3・30・31の2
の2・例11・12・13）

○防火戸　・　未設置　・　撤去　・　構造不適　・　破損（法17-1・
令11～18・21・24・26・28・29の2・則12・14・16～21・24・25の2・28
の3・30・31の2の2・例11・12・13）

　・　固定不良（例12）

　 ・　材質不適　・　埋め戻し不完全　・　防火ダンパー未設置（法
17－1、令11～18・21・24・26・28・29の2・則12・14・16～21・24・25
の2・28の3・30・31の2の2・例11・12･13）

　・　未設置

　・　台・床材質不適　・　転倒防止措置不適（例13）

設置場所

　・　漏水　・　浸水　・　ガス滞留　・　蒸気滞留（法17－1・令11～
18・21・24・26・28・29の2・則12・14・16～21・24・25の2・28の3・30・
31の2の2・例11･12・13）



開閉器・配
線遮断器

ヒューズ

配線
電線・ケー
ブル等

管灯設備

管灯破損

電線・ケー
ブル等

点検・測定
試験

設置届出

可燃性ガ
ス・蒸気

隔離距離

防火措置

設置場所
（室）

周囲造営材

安全防御装
置等

地震動等

自動消火設
備

　・　未実施　・　記録保存不適　・　絶縁抵抗値不良（例11・12・
13・14・15・電技58）

　・　位置不適　・　構造不適（例14）

　・　破損　・　過熱（例15電技59・63）

　・　種別不適（例15・電技14）

　・　施工不適　・　種別不適（例11・12・14･15・電技7・56・57）

　・　未届

　・　階段付近　・　避難ロ付近　・　可燃物の落下・接触（例3・3の
2・3の3・3の4・4・5・6･7・7の2・8・8の2・9の2）

位置不適（例9の2）

設置位置

　・　構造不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の2・18・19・
20・21）

　・　破裂　・　亀裂　・　燃料漏れ（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の
2・9・9の2・18・19・20・21）

　・　空気取入口　・　排気ロー面積不足(例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の
2・8・8の2・9の2）

　・　可燃性造営材隔離距離不足　・　可燃性物件隔離距離不足
（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の2・18・19・20・
21）

　・　上部防火措置不適　・　側部防火措置不適　・　下部防火措
置不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2）

　・　管灯破損（例14・電技59）

　・　劣化　･　破損（例14・電技56・57・59）

電
気
設
備

位置・周囲壁
体

機器

　管理

ネオン管灯設
備

配・分電盤

火
気
使
用
設
備
器
具

　・　転倒防止措置不適　・　破損防止措置不適　・　亀裂防止装
置不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の2・18・
19・20・21）

　・　未設置　・　撤去　・　破損　・　作動不良（例10の2）

　・　発生　・　滞留（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の
2・9の2・12・18・19・20・21）

　・　みだらな出入（例11・12・13）

　・　過熱　・　炭化（法5・5の2）

　・　構造不適　・　内装不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7
の2・8の2・9の2・９の２・10・10の2）

　・　未設置　・　撤去　・　破損　・　作動不良（例3・3の2・3の3・3
の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の2・12・18・19・21）

　・　整備不良　・　清掃不良　・　可燃物放置（例11・12・13・15）



地震動等

離隔距離

天蓋・排気
ダクト

油脂等除去
装置

火炎伝達防
止装置

　・　可燃性造営材離隔距離不足（例3・3の2・3の3・3の4・4・6・7・
7の2・17の2）

　・　周囲防火措置不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・6・7・7の2・17
の2）

　・　貫通部防火措置不適（例4・17の2）

　・　使用燃料不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の2）

管理

　・　構造不適　・　共用不適（例3の4）

　・　未設置　・　撤去　・　構造不適（例3の4）

　・　未設置　・　撤去　・　構造不適（例3の4）

　・　みだらな火気の使用（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の
2・10・10の2・13・30）

　・　整理清掃不良（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・10・10の2・
18・19・20・21）

防火措置

火
気
使
用
設
備
器
具

配管

燃料タンク・容
器

煙突排気筒等

　・　位置不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の2・12液ガス
則18）

　・　保有距離不足　・　遮熱方法不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・
8・8の2・9の2・12液ガス則18）

　・　LPG容器（20リットル以上）屋内使用（液ガス則20）

　・　材質不適　・　接続部不適　・　ホース老朽（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・
7・7の2・8・8の2・18・20・液ガス則44）

　・　点検未実施　・　記録保存不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・
8の2・9・9の2・10の2・18）

　・　構造不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・9の2・12）

　・　破損　・　亀裂　・　腐食　・　漏洩（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・
8・8の2液ガス則44）

　・　転倒防止措置不適　・　破損防止措置不適　・　亀裂防止措
置不適（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・8・8の2・12・18）

　・　支持不適（例17の2）

　・　破損　・　亀裂　・　変形　・　腐食　・　漏洩（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・
7・7の2・8・8の2・9の2・12・液ガス則18）

　・　未設置　・　破損　・　亀裂（例3・3の2・3の3・3の4・4・5・6・7・7の2・8・8の2・
9の2）



許可

届出

火気使用

人の出入り

危険物等の
廃棄
遮光、換気､
温・湿度、
圧力監視
漏れ、あふ
れ、飛散防
止措置

変質防止措
置

容器の管理

綿花類等の
管理

その他の管
理

接触混合
危険

容器及び
収納

貯蔵方法等

集積単位等

集積代替散
水設備

集積代替水
幕設備

取扱管理 消費等

空地不確
保
代替防火
へい等

　・　くず、かす等の処置方法不適　（例31の2）　　　　　　　

　・　整理整頓不適　・　危険場所で火花を発する機器等の使用
・　保護液中の危険物の露出　・　修理時等の安全措置不適
・　タンク内危険物収納量不適　・　ためます等内危険物処理不
適　（例30、31の2)

　・　接近　・　接触　・　混合　・　過熱　・　摩擦　・　衝撃　・　実験
時措置不適  (例31の2）

共通事項

　・　取扱い不適　・　防止措置不適　・　防止措置なし　（例31の
2）

　・　取扱い不適　・　防止措置不適　・　防止措置なし　（例31の
2）

　・　亀裂　・　破損　・　腐食　・　材質不適　・　転倒落下等の粗
暴な行為　（例30）

　・　転倒落下防止措置なし　・　転倒落下防止措置不適　・　飛
散防止措置なし　・　飛散防止措置不適

　・　遮光不適　・　換気不適　・　温度不適　・　湿度不適　・　圧
力不適　（例31の2）

　・　みだりな火気の使用　・　火気使用時安全措置不適　（例30）

　・　係員以外のみだりな人の出入り　　　　　　　

　・　撤去　・　破損　・　機能不良

貯蔵管理

　・　吹付場所不適　・　焼入温度不適　・　洗浄廃液等の処置不
適　・　バーナーの後だれ　・　加熱、乾燥方法不適　（例31の2）

　・　建築物　・　工作物　・　その他　（例31の3）

　・　内装容器等不適　・　容器表示なし　・　容器表示不適　・
収納の基準不適　（例31の2）

　・　貯蔵時積み重ね高さ不適　・　貯蔵高さ不適（架台）　・　戸
棚等固定不良　・　容器の転倒落下防止措置不適　・　他物品落
下のおそれ　（例31の2）

　・　集積単位不適　・　集積単位相互間距離不適　・　集積郡相
互間距離不適

　・　撤去　・　破損　・　機能不良

　・　撤去　・　破損　（例31の3）
空地空地等

少
量
危
険
物

届出等基本管理
　・　無許可貯蔵　・　無許可取扱　（法10‐1）

　・　少量危険物無届　（例46）



主要構造部
等

壁・柱・
床・隔壁・
ひさし・天
井・区画

出入口等

防火戸･網
入りガラス・
ドレンチャ
－設備

流出防止措
置

しきい・囲
い　・排水
溝・ためま
す・油分離
装置

採光
採光・照
明

換気設備等
換気設備
排出設備

標識等
標識・掲
示板

架台（ラック）

基礎等

基礎・架台
･支柱・ふ
た・固定措
置

本体

通気管等

通気管・安
全装置・引
火防止装
置

量覚知装
置（液面
計等）

量警報装
置

注入口等
注入口
計量器

漏洩検査管

　・　撤去　・　破損　・　変形　・　構造不適　（例31の
3）

　・　未設置　・　撤去　・　不鮮明　・　記載内容不適
（例31の2）

　・　破損　・　腐食　・　固定不良　・　構造不適　・落下防止措置
不適　・　材質不適　（例31の3）

建築物等（ポ
ン室含む）

　・沈下　・　破損　・　腐食　・　固定不良　（例31の4、
31の5、31の6）

　・　撤去　・　破損　・　変形　・　構造不適　・　機能不
良　（例31の3）

　・　撤去　・　破損　・　亀裂　・　構造不適　・　機能不
良　（例31の3）

　・　撤去　・　破損　・　構造不適　・　機能不良　（例
31の3）

　・　撤去　・　破損　・　構造不適　・　機能不良　（例
31の3）

タンク

　・　亀裂　・　破損　・　変形　・　腐食　・　塗装剥離　・　防食措
置不適　（例31の4、31の5、31の6）

　・　撤去　・　亀裂　・　破損　・　機能不良　（例31の
4、31の5、31の6）

　・　破損　・　機能不良　（例31の4、31の5）

　・　未設置　・　撤去　・　機能不良　（例31の4、31の
5）

覚知装置等

　・　破損　（例31の4、31の5、31の6）

　・　開蓋不良　・　つまり　・　破損　・　撤去　（例31の5）

少
量
危
険
物



地盤面

製造、取扱
い設備の基
礎架台

製造等設備
本体

配管
配管
緩衝装置

弁等
弁
点検箱

安全装置等

電気設備

配線

静電気除去
装置

消火設備

消火器具

　・　破損　・　腐食　・　固定不良　・（例31の3）

　・　沈下　・　亀裂　・　破損　(例31の3）

製造設備・消費設備　加
熱設備・冷却設備　乾燥
設備・給油設備　注油設
備・ポンプ設備　その他
の設備

　・　亀裂　・　破損　・　変形　・　腐食
・　機能不良　・　撤去　・　接合部ゆるみ
（例31の2）

　・　未設置　・　破損　・　機能不良　（例31の2）

　・　未設置　・　撤去　・　失効　・　破損　・　腐食
・電源遮断　・　機能不良　・　防火区画不適　（令11、
12、13）

　・　未設置　・　撤去　・　失効　･　破損　・　腐食
・　機能不良　（令10）

　・　塗装剥離　・　腐食　・　亀裂　・　破損　・　接合部
のゆるみ　（例31の2）

　・　撤去　・　破損　・　パッキン不良　・　接合部のゆ
るみ　・　材質不適　（例31の2）

温度計　　圧力計
温度制御装置
圧力安全装置
その他の安全装置

　･　撤去　・　破損　・　機能不良　（例31
の2）

配電盤、制御盤
コンセント、電動機
照明設備
その他の設備

　・　損傷　・　機能不良　・　絶縁不良
・　設置不良　・　構造不良　（例31の2）

消火設備等

タンク以外の
取扱い設備等

　・　損傷　・　破損　・　構造不良　（例31の2）

電気設備
消防設備等

少
量
危
険
物



第５号様式（要綱第８条関係）

判定 概要

選任義務の有無
⑴　防火管理者の選任義務はあるか。また、選任、届出さ
れているか。

消防計画の内容 ⑴　自衛消防隊の編成などの変更がないか。

⑴　消防計画に基づく訓練を実施し、事前に届け出ている
か。

⑵　自主検査が実施されているか。

⑶　防火区画・避難階段等に設けられている防火戸の閉鎖
障害がないか。（法8の2の4）

⑷　物件存置等による避難口・廊下・階段・通路等の避難
障害がないか。（法8の2の4）

⑴　建物の増改築、又は接続による面積の増減はあるか。

⑵　間仕切り変更による各設備の未包含部分はないか。

⑶　開口部の変更による無窓階判定の影響はないか。

⑷　建具や内鍵の変更による避難障害はないか。

⑴　消防用設備の点検報告は実施されているか。
　　未実施の場合、各設備の主たる機能は維持されている
か。

⑵　不備事項があった場合、それが改善されているか。
　　(法17ｰ1）

⑴　周囲造営材に炭化等の異常はないか。（法5・5の2）

⑵　厨房のグリスフィルター等の清掃が適切に実施されて
いるか。（例　）

⑴　防炎物品は使用されているか（法８の３）

⑵　許可・届出以外の危険物等はあるか。

⑶　所有者・占有者等に変更がないか。

その他

火気使用設備

用途・面積の変
更

防火管理業務の
実施業況

部　　分　　検　　査　　項　　目　リ　ス　ト

防
火
管
理
関
係

消
防
用
設
備
等

点検結果報告書



第６号様式（要綱第10条関係） 

 

事 務 処 理 経 過 記 録 表 

敷地名称 
 敷地コード 

 

年 月 日 経 過 内 容 摘 要 担当印 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



 



第７号様式（要綱第10条関係） 

防火対象物検査記録表 

検  査  日   年  月  日    時   分   長 補 佐  

対象物名称     

査察員職氏名   

査察員職氏名   

査察員職氏名   

立会者職氏名   通知書交付 交付・無 

検 査 種 別 全体  ・  部分  ・   自主管理確認票 

 



 

 



第８号様式（要綱第10条関係） 

 

 

敷地名称 
 

年 月 日 指 導 経 過 事 項 等 記 録 表 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第９号様式（要綱第10条関係） 

追 跡 調 査 台 帳 

敷地名称（コード）       （         ）   長 補 佐  

棟名称（コード）             （    ）    

追跡調査年月日   年  月  日（ ）  時  分 

立会者職氏名   

調査員職氏名      

指導内容又は改修状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



第 10号様式（要綱第 10条関係） 

                                年  月  日 

予 防 課 長  様 

 

                          所 属  

                          職 名  

                          氏 名   

 

追 跡 調 査 報 告 書 
 

調査実施日時 

 

      年   月  日    時  分 

 

違反者 

 住所    職業 
  

 

 氏名    年齢 年 月 日生  歳 

 

対象物の 

状  況 

 所在地  

 名 称  

 用 途  

 構造規模等 地上 階   構造 延面積    ．  ㎡ 

 

処理区分 

 

 

  

 

 

違反条項 

 

  

  

  

 

違反事実 

 

  

 

  

  

過去の 

査察結果 
  

調査担当 

者の意見 

  

参考事項 

 

 

 



第 14号様式（要綱第 10条関係） 

                            平成１５年 ５月１０日 

予 防 課 長  様 

 

                          所 属 消防署 

                          職 名 消防士長 

                          氏 名 春日井 太郎  

 

追 跡 調 査 報 告 書 
 

調査実施日時 

 

  平成１５年 ４月 １日  午後１時３０分 

 

違 反 者 

 住所  春日井市松本町２丁目９番地の３  職業 
 株式会社 ＩＴＨＯ 

 代表取締役 

 氏名  伊 藤 勝 成  年齢 昭和３４年１月２２日生４４歳 

 

対象物の 

状  況 

 所在地 春日井市梅ケ坪町１０９番地の１ 

 名 称 株式会社 ＩＴＨＯ 春日井店 

 用 途 ４項（物品販売店舗） 

 構造規模等 地上２階   その他構造 延べ面積 ８５０．０５㎡ 

 

処理区分 

 

 

未記入 

 

 

違反 条 項 

 

 消防法第８条 

 消防法第８条の２の４ 

 消防法第１７条第１項 

 消防法施行令第１１条第１項２項 

 消防法第１７条３の３ 

 

違反事実 

 

 防火管理者未選任、未届（関係者に資格取得及び届出有無について聴取、届出情報で確認した。） 

屋内消火栓設備未設置（増築部分を含めて全体の延べ面積を測定した。）建物全体 

 消防用設備等の法定点検未実施（関係者に実施の有無について聴取、届出情報で確認した。） 

 主要避難通路未設置、避難口に物件の存置（通路幅１ｍ、避難口に什器存置を現場で確認した。） 

 （平成１５年３月１日立入検査で確認、平成１５年４月１日追跡調査） 

過 去 の 

査察結果 

 昭和６３年２月１１日 防火管理者未選任、法定点検未実施 

 平成９年５月２５日 防火管理者未選任、法定点検未実施、主要避難通路未設置 

調査担当 

者の意見 

 昭和６０年５月に延べ面積６５０㎡で使用開始し、平成１０年９月に２００㎡の増築をおこなった。

また、使用開始してから設置されている消火器、自動火災報知設備、誘導灯の法定点検が一度も実施 

されず、防火管理者未選任、消防計画未作成、の不備が１８年継続している。平成１５年３月１日立 

入検査を実施したところ店内においては、主要避難通路が設置されておらず、避難口に商品が存置さ 

れ避難障害となっている。平成１０年９月の増築した旨の関係者の聴取により面積を測定したところ、

延べ面積850.05㎡であり屋内消火栓設備が必要となり不備事項の改修のため改修（計画）報告 

書の提出を指導したが、提出されず、平成１５年４月１日の追跡調査において再度、改修について指 

導したところ資金難を理由に従わず、改修（計画）報告書も提出されていない。 

参考事項 

  

 

 



 

追跡調査報告書留意事項 

１ 追跡調査報告書は、勧告、警告、命令等の措置の検討のため、調査担当者が違反の覚

知から現在までの調査結果をまとめ、予防課に報告するものである。 

２ 違反事実欄は、違反事実について明確に記載するとともに当該違反の確認方法につい

ても記載する。 

３ 調査担当者の意見欄は、違反に至った経過、背景、関係者の動向等について記載する。 

４ 参考事項欄は、過去の査察経過その他違反処理を行う上で参考となる事項を記載する。 



第11号様式（要綱第10条関係 ）
(その１）

　　　  　　   件数
用途

合計
通常査察
実施件数

違反是正
査察

実施件数

追跡調査
実施件数

自主管理
確認票件数

特別査察
実施件数

通知書交付
件数

改修（計画）
報告書

１項イ
内法第８条の２の２

１項ロ
内法第８条の２の２

２項イ
内法第８条の２の２

２項ロ
内法第８条の２の２

２項ハ
内法第８条の２の２

２項ニ
内法第８条の２の２

３項イ
内法第８条の２の２

３項ロ
内法第８条の２の２

４項
内法第８条の２の２

５項イ
内法第８条の２の２

５項ロ

６項イ
内法第８条の２の２

６項ロ
内法第８条の２の２

６項ハ
内法第８条の２の２

６項ニ
内法第８条の２の２

７項

８項

９項イ
内法第８条の２の２

９項ロ

１０項

１１項

１２項イ

１２項ロ

１３項イ

１３項ロ

１４項

（内ラック式）

１５項

１６項イ
内法第８条の２の２

１６項ロ

１６の２
内法第８条の２の２

１６の３

１７項

特定

非特定

計

一般住宅

条例危険物

危険物製造所等

合　　計

査察実施結果報告書（特別第１種査察対象物）

　　月中実施件数

所属



第11号様式（要綱第10条関係 ）

（その２）

　　　  　　   件数
用途

合計
通常査察
実施件数

違反是正
査察

実施件数

追跡調査
実施件数

自主管理
確認票件数

特別査察
実施件数

通知書交付
件数

改修（計画）
報告書

１項イ
内法第８条の２の２

１項ロ
内法第８条の２の２

２項イ
内法第８条の２の２

２項ロ
内法第８条の２の２

２項ハ
内法第８条の２の２

２項ニ
内法第８条の２の２

３項イ
内法第８条の２の２

３項ロ
内法第８条の２の２

４項
内法第８条の２の２

５項イ
内法第８条の２の２

５項ロ

６項イ
内法第８条の２の２

６項ロ
内法第８条の２の２

６項ハ
内法第８条の２の２

６項ニ
内法第８条の２の２

７項

８項

９項イ
内法第８条の２の２

９項ロ

１０項

１１項

１２項イ

１２項ロ

１３項イ

１３項ロ

１４項

（内ラック式）

１５項

１６項イ
内法第８条の２の２

１６項ロ

１６の２
内法第８条の２の２

１６の３

１７項

特定

非特定

計

一般住宅

条例危険物

危険物製造所等

合　　計

　　月中実施件数

査察実施結果報告書（第１種査察対象物）
所属



第11号様式（要綱第10条関係 ）
（その３）

　　　  　　   件数
用途

合計
通常査察
実施件数

違反是正
査察

実施件数

追跡調査
実施件数

自主管理
確認票件数

特別査察
実施件数

通知書交付
件数

改修（計画）
報告書

１項イ
内法第８条の２の２

１項ロ
内法第８条の２の２

２項イ
内法第８条の２の２

２項ロ
内法第８条の２の２

２項ハ
内法第８条の２の２

２項ニ
内法第８条の２の２

３項イ
内法第８条の２の２

３項ロ
内法第８条の２の２

４項
内法第８条の２の２

５項イ
内法第８条の２の２

５項ロ

６項イ
内法第８条の２の２

６項ロ
内法第８条の２の２

６項ハ
内法第８条の２の２

６項ニ
内法第８条の２の２

７項

８項

９項イ
内法第８条の２の２

９項ロ

１０項

１１項

１２項イ

１２項ロ

１３項イ

１３項ロ

１４項

（内ラック式）

１５項

１６項イ
内法第８条の２の２

１６項ロ

１６の２
内法第８条の２の２

１６の３
１７項

特定

非特定
計

一般住宅

条例危険物
危険物製造所等

合　　計

所属

査察実施結果報告書（第２種査察対象物）

　　月中実施件数



第11号様式（要綱第10条関係 ）
（その４）

　　　  　　   件数
用途

合計
通常査察
実施件数

違反是正
査察

実施件数

追跡調査
実施件数

自主管理
確認票件数

特別査察
実施件数

通知書交付
件数

改修（計画）
報告書

１項イ
内法第８条の２の２

１項ロ
内法第８条の２の２

２項イ
内法第８条の２の２

２項ロ
内法第８条の２の２

２項ハ
内法第８条の２の２

２項ニ
内法第８条の２の２

３項イ
内法第８条の２の２

３項ロ
内法第８条の２の２

４項
内法第８条の２の２

５項イ
内法第８条の２の２

５項ロ

６項イ
内法第８条の２の２

６項ロ
内法第８条の２の２

６項ハ
内法第８条の２の２

６項ニ
内法第８条の２の２

７項

８項

９項イ
内法第８条の２の２

９項ロ

１０項

１１項

１２項イ

１２項ロ

１３項イ

１３項ロ

１４項

（内ラック式）

１５項

１６項イ
内法第８条の２の２

１６項ロ

１６の２
内法第８条の２の２

１６の３
１７項

特定

非特定
計

一般住宅

条例危険物
危険物製造所等

合　　計

　　月中実施件数

査察実施結果報告書（第３種査察対象物）
所属



第11号様式（要綱第10条関係 ）
（その５）

　　　  　　   件数
用途

合計
通常査察
実施件数

違反是正
査察

実施件数

追跡調査
実施件数

自主管理
確認票件数

特別査察
実施件数

通知書交付
件数

改修（計画）
報告書

１項イ
内法第８条の２の２

１項ロ
内法第８条の２の２

２項イ
内法第８条の２の２

２項ロ
内法第８条の２の２

２項ハ
内法第８条の２の２

２項ニ
内法第８条の２の２

３項イ
内法第８条の２の２

３項ロ
内法第８条の２の２

４項
内法第８条の２の２

５項イ
内法第８条の２の２

５項ロ

６項イ
内法第８条の２の２

６項ロ
内法第８条の２の２

６項ハ
内法第８条の２の２

６項ニ
内法第８条の２の２

７項

８項

９項イ
内法第８条の２の２

９項ロ

１０項

１１項

１２項イ

１２項ロ

１３項イ

１３項ロ

１４項

（内ラック式）

１５項

１６項イ
内法第８条の２の２

１６項ロ

１６の２
内法第８条の２の２

１６の３
１７項

特定

非特定
計

一般住宅

条例危険物
危険物製造所等

合　　計

　　月中実施件数

査察実施結果報告書（第４種査察対象物）
所属



第12号様式（要綱第10条関係） 

追跡調査・改修（計画）報告書提出対象物一覧表 

敷地コード 敷地名称 
立入検

査日 

改修（計

画）提出

予定日 

提出 
追跡調査

予定日 

調査

日 

改修（計

画）提出

予定日 

提出 
再追跡調

査予定日 

調査

日 
 不 備 事 項 

改修完了

日 

予防課送

付日 

  

 

            

  

 

            

  

 

            

  

 

            

  

 

            

  

 

            

  

 

            

  

 

            

  

 

            

  

 

            

 

 

             

 

 

             

 

 

             

 

 

             

 

 

             



 


